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保安規定変更認可（承認）申請における長期施設管理方針の事例集（案） 

 

タイトル 保安規定変更認可（承認）申請時の長期施設管理方針の記載事例

（その１）（施設管理項目がある場合） 

根拠条文 試験炉規則※１第１５条第１項第１７号 

（以下の事例は、加工規則※２第８条第１項第１６号の規定に基

づく申請者から引用） 

事例 

 

 

【参考】 

(加工施設の経年変化に関する技術的な評価及び長期施設管理計

画) 

第 67 条の 3 担当課長は,「加工施設及び再処理施設の高経年化

対策に関する基本的考え方」等を参考とし,10 年を超えない期

間毎に,加工施設の経年変化に関する技術的な評価(以下「高経

年化に関する技術評価」という。)を実施し,施設の保全のため

に実施すべき措置に関する 10 年間の長期施設管理方針(加工施

設の保全のために実施すべき措置に関する 10 年間の計画)を策

定する。また,担当課長は,高経年化に関する技術評価を行うた

めに設定した条件又は評価方法を変更する場合は,当該評価の

見直しを行う。 

なお,高経年化に関する技術評価とは,加工施設について,そ

の構成する建物・構築物及び設備・機器のうち安全機能を有す

るものについて,工学的に想定される経年変化事象の影響を分
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析し,その建物・構築物及び設備・機器に施されている現状の

保全活動が,その経年変化事象の顕在化による建物・構築物及

び設備・機器の機能喪失を未然に防止できるかどうかの評価を

行うことをいう。 

2.加工施設の長期施設管理方針は添付 3に示すものとする。 

 

活用にあ

たっての

留意事項 

始期、適用期間、施設管理項目を記載すること。 

出典 加工の事業に係る保安規定変更認可申請 

※１：試験研究の用に供する原子炉等の設置、運転等に関する規則（昭和３２年

総理府令第８３号） 

※２：核燃料物質の加工の事業に関する規則（昭和４１年総理府令第３７号） 
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タイトル 保安規定変更認可（承認）申請時の長期施設管理方針の記載

事例（その２）（施設管理項目がある場合） 

根拠条文 試験炉規則※１第１５条第１項第１７号 

（以下の事例は、実用炉規則※２第９２条第１項第１８号の

規定に基づく申請者から引用） 

事例 

 

【参考】 

（原子炉施設の経年劣化に関する技術的な評価および長期施

設管理方針） 第１２５条の６ 原子力発電部門統括は、３号

炉および４号炉に関し、重要度分類指針におけるクラス１、

２、３の機能を有する機器および構造物※１ならびに常設重

大事故等対処設備に属する機器および構造物※１※２（以下、

本条において「機器および構造物」という。）について、営業

運転を開始した日以後３０年を経過する日までに実施した以

下の事項について、第 １２条の２に定める原子炉の運転期間

を変更する場合、あるいはその他経年劣化に関する技術的な

評価を行うために設定した条件、評価方法を変更する場合は、

当該評価の見直しを行い、その結果に基づき、策定した長期

施設管理方針を変更する。 

(1) 経年劣化に関する技術的な評価  

(2) 前号に基づく長期施設管理方針の策定※３ 

 

２．原子力発電部門統括は、３号炉および４号炉に関し、機
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器および構造物について、各号炉毎、運転期間延長申請※４

をする場合においては、営業運転を開始した日以後４０年を

経過する日までに、実施手順および実施体制を定め、これに

基づき、前項(1)、(2)の事項を実施す る。 

３．原子力発電部門統括は、３号炉および４号炉に関し、機

器および構造物について、各号炉毎、認可※５を受けた延長

期間が１０年を超える場合においては、営業運転を開始した

日以後 ５０年を経過する日までに、実施手順および実施体制

を定め、これに基づき、第１項(1)、 (2)の事項を実施する。 

４．３号炉および４号炉の長期施設管理方針は添付６に示す

ものとする。 

 

※１：動作する機能を有する機器および構造物に関し、原子

炉施設の供用に伴う劣化の状況が的確に把握される箇

所を除く。  

※２：「常設重大事故等対処設備」とは、実用発電用原子炉及

びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する

規則第４３条第２項の設備をいう。  

※３：３０年を経過する日までに策定する場合は１０年間の、

それ以外の場合は延長する期間が満了する日までの方

針。  

※４：原子炉等規制法第４３条の３の３２第４項に規定され

る申請をいう。  

※５：原子炉等規制法第４３条の３の３２第２項に規定され

る認可をいう。 

 

活用にあたっ

ての留意事項 

始期、適用期間、施設管理項目を記載すること。 

出典 実用発電用原子炉に係る保安規定変更認可申請 

※１：試験研究の用に供する原子炉等の設置、運転等に関する規則（昭和３２年

総理府令第８３号） 

※２：実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則（昭和５３年通商産業省令

第７７号） 
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タイトル 保安規定変更認可（承認）申請時の長期施設管理方針の記載

事例（その３）（施設管理項目がない場合） 

根拠条文 試験炉規則※１第１５条第１項第１７号 

（以下の事例は、加工規則※２第８条第１項第１６号の規定に

基づく申請者から引用） 

事例 
 

 

 

【参考】 

(加工施設の経年劣化に関する技術的な評価及び長期施設管理

方針) 

第 41 条 保全管理課長は、事業開始後 20 年を経過する日ま

でに、加工施設の経年劣化に関する技術的な評価の実施手

順及び実施体制を定めた実施計画を作成し、事業部長の承

認を得る。 

2 保全管理課長は、10 年を超えない期間ごとに行う再評価

の実施計画を作成し、事業部長の承認を得る。 

3 事業部長は、第 1項及び前項の承認を行うに当たっては、

濃縮安全委員会に諮問し、核燃料取扱主任者の確認を受け

る。 

4 各課長は、第 1項及び第 2項の実施計画に基づき、評価を

実施する。 

5 各課長は、前項の評価を行うために設定した条件又は評価

方法を変更する場 合は、当該評価の見直しを行う。 

6 保全管理課長は、第 4項の評価の結果を作成するととも

に、加工施設の保全のために有効な追加措置が抽出された

場合は、長期施設管理方針を策定し、事業部長の承認を得

る。 

7 事業部長は、前項の承認を行うに当たっては、濃縮安全委
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員会に諮問し、品質•保安会議の審議を受け、核燃料取扱主

任者の確認を受ける。 

8 加工施設の長期施設管理方針は添付 3に示すものとする。 

 

活用にあた

っての留意

事項 

始期、適用期間、施設管理項目を記載すること。 

出典 加工の事業に係る保安規定変更認可申請 

※１：試験研究の用に供する原子炉等の設置、運転等に関する規則（昭和３２年

総理府令第８３号） 

※２：核燃料物質の加工の事業に関する規則（昭和４１年総理府令第３７号） 
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タイトル 保安規定変更認可（承認）申請時の長期施設管理方針の記載事例

（その４）（施設管理項目がない場合） 

根拠条文 試験炉規則※１第１５条第１項第１７号 

（以下の事例は、再処理規則※２第１７条第１項第１７号 

の規定に基づく申請者から引用） 

事例 

 

 

【参考】 

(再処理施設の経年劣化に関する技術的な評価及び長期施設管理

方針) 

第 79 条 保全技術課長は、事業開始後 20 年を経過する日までに、

再処理施設の経年劣化に関する技術的な評価の実施手順及び実

施体制を定めた実施計画を作成し、事業部長の承認を得る。 

2 保全技術課長は、10 年を超えない期間ごとに行う再評価の実

施計画を作成し、事業部長の承認を得る。 

3 事業部長は、第 1 項及び前項の評価の実施計画の承認に当た

っては、再処理安全委員会に諮問する。 

4 各職位は、第 1項及び第 2項の実施計画に基づき、評価を実施

する。 

5 各職位は、前項の評価を行うために設定した条件又は評価方法

を変更する場合は、当該評価の見直しを行う。 

6 保全技術課長は、第 4項の評価の結果を作成するとともに、再

処理施設の保全のために有効な追加措置が抽出された場合は、

長期施設管理方針を策定し、事業部長の承認を得る。 

7 事業部長は、前項の評価の結果及びこれに基づく長期施設管理

方針の承認に当たっては、再処理安全委員会に諮問するととも

に、品質・保安会議における審議及び核燃料取扱主任者の確認

を受ける。 

8 再処理施設のうち使用済燃料の受入れ及び貯蔵に係る施設の
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長期施設管理方針は添付 1に示すものとする。 

 

活用にあ

たっての

留意事項 

始期、適用期間、施設管理項目を記載すること。 

出典 再処理の事業に係る保安規定変更認可申請 

※１：試験研究の用に供する原子炉等の設置、運転等に関する規則（昭和３２年

総理府令第８３号） 

※２：使用済燃料の再処理の事業に関する規則（昭和４６年総理府令第１０号） 
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タイトル 保安規定変更認可（承認）申請時の長期施設管理方針の記載

事例（その５）（施設管理項目がない場合） 

根拠条文 試験炉規則※１第１５条第１項第１７号 

（以下の事例は、廃棄物管理規則※２第３４条第１項第１５

号の規定に基づく申請者から引用） 

事例 

 
 

【参考】 

(廃棄物管理施設の経年劣化に関する技術的な評価及び長期

施設管理方針) 

第 28 条 保全技術課長は、事業開始後 20 年を経過する日ま

でに、廃棄物管理施設の経年劣化に関する技術的な評価の

実施手順及び実施体制を定めた実施計画を作成し、事業部

長の承認を得る。 

2 保全技術課長は、10 年を超えない期間ごとに行う再評価

の実施計画を作成し、事業部長の承認を得る。 

3 事業部長は、第 1項及び前項の評価の実施計画の承認に当

たっては、貯蔵管理安全委員会に諮問する。 

4 各職位は、第 1項及び第 2項の実施計画に基づき、評価を

実施する。 

5 各職位は、前項の評価を行うために設定した条件又は評価

方法を変更する場合は、当該評価の見直しを行う。 

6 保全技術課長は、第 4 項の評価の結果を作成するととも

に、廃棄物管理施設の保全のために有効な追加措置が抽出

された場合は、長期施設管理方針を策定し、事業部長の承

認を得る。 

7 事業部長は、第 6項の評価の結果及びこれに基づく長期施

設管理方針の承認に当たっては、貯蔵管理安全委員会に諮

問するとともに、品質・保安会議における審議を受け、廃
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棄物取扱主任者の確認を受ける。 

8 廃棄物管理施設の長期施設管理方針は添付 1に示すもの

とする。 

 

活用にあたっ

ての留意事項 

始期、適用期間、施設管理項目を記載すること。 

出典 廃棄物管理の事業に係る保安規定変更認可申請 

※１：試験研究の用に供する原子炉等の設置、運転等に関する規則（昭和３２年

総理府令第８３号） 

※２：核燃料物質又は核燃料物質によって汚染された物の廃棄物管理の事業に

関する規則（昭和６３年総理府令第４７号） 

 


